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環境･社会資本の経済分析
中　西　泰　夫
概要
この論文の目的は,地域にすんでいる居住者のアメニティの向上のため
の環境政策を実証的に分析することにある｡まず居住者のアメニティを経
済学的にモデル化して定義する｡そしてアメニティを決定する環境要素の
影響が,居住者のアメニティにどのように影響するかを理論的に調べる｡
そして実証的にアメニティに対してどのような政策が必要で望ましいもの
であるかを,計量経済学の手法を用いて計測し,政策的インプリケーショ
ンを得るという方法である｡われわれの分析では,すべての推定結果から
は,火災,災害はその結果がロバストであった｡したがってこれらの要因
は,環境の改善のために強く影響を与えていることがわかる｡
1.はじめに
この論文の目的は,地域にすんでいる居住者のアメニティの向上のため
の環境政策を実証的に分析することにある｡まず居住者のアメニティを経
済学的にモデル化して定義する｡そしてアメニティを決定する環境要素の
影響が居住者のアメニティにどのように影響するかを理論的に調べる｡そ
して実証的にアメニティに対してどのような政策が必要で望ましいもので
あるかを,計量経済学の手法を用いて計測し,政策的インプリケーション
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を得るという方法である｡
アメニティは,社会学をはじめとしていろいろな分野において研究され
ている｡経済学においても,きわめて盛んであるわけではないが,着実な
研究が積み重ねられている｡経済学では従来,家計,消費,貿易といった
直接的に金銭が表に出てくる事象に関して中心に分析がおこなわれてきた｡
しかしながらノーベル賞を受賞したベッカーによって従来の経済学では,
光が当てられていなかった,いわゆる社会学的な分野に関しても光が当て
られることになった｡その中には,人々の,結婚や離婚また睡眠などとい
ったしばしば社会学によって分析がなされてきたものが含まれている｡ア
メニティもそうした分析の中の一つとして出現してきたものである｡
アメニティに関する分析としては, Robackの研究が,もっとも重要な
ものの一つである｡ Robackは,まずミクロ経済学の手法を用いて,地域
に居住する場合のアメニティについてを数学的に定義して導出した｡こう
して数学的にモデル化して理論的にアメニティが導かれれば,その理論的
なモデルに基づいて実証的なモデルをつくることができる｡そして実際に
データを収集して,実証的にアメニティについての値を求めることができ,
金銭評価されるため地域間の比較なども行えることになった｡
こうした分析を行うことによって,土地や地域間のアメニティまたは住
みやすさや生活水準といったものが実際に数値として得られることになっ
た｡また単に値として得られるだけでなく,アメニティを構成する要素の
それぞれについてがアメニティにどのように貢献しているかが計測できる
ことになった｡これ以後のこの分野の分析は,何らかの意味でこのRoback
の分析をもとにしている｡われわれの分析も同様である｡
この論文では,次のように構成されている｡基本的なモデルの構造が第
2章に述べられている｡使用するデータと推定方法について第3章に述べ
られている｡第4章では,推定結果について説明され議論されている｡そ
して最後に結論と今後の課題が述べられている｡
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2.モデル
わが国においても他の多くの国でも同様に,人々はある地域に暮らし,
その地域の居住者として存在している｡現代ではその居住者は,経済学的
には消費者とか家計と呼ばれている｡消費者はその地域に居住して働いて
いる｡働くには,企業が必要になる｡したがってこのモデルでは,消費者
と企業が登場し両者がアメニティについて外部的な貢献を受けるという構
造である｡
消費者は,以下の効用関数にしたがっている｡
(1) U-U(X,lc',a)
ここでUは効用, Xは,消費者の消費, Lcは,消費者の土地の所有量
であり, αは,消費者が享受するその地域のアメニティを示す変数のベク
トルである｡
消費者は,以下の予算制約にしたがっている｡
(2) W　+M　-X　+lcr
ここでWは,賃金, Mは所得rは土地価格である｡
消費者は, (2)式の下で, (1)式を,労働投入,土地について最大化すると,
以下の間接効用関数が得られる｡
(3) V-　V(W, r;a)
次に,企業の行動を考えよう｡
企業は,以下の生産関数によって生産活動をおくっている｡
(4) Y-I(ld, n;a)
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ここでIdは,企業の土地保有量, nは,労働投入｡
企業は,この生産関数のもとで費用最小化行動をおこなうと以下の費用
関数が得られる｡
(5) C (W, r;S) - 1
このときに,この地域のあるアメニティからの便益は以下のように定式
化できる｡
(6) B　-　Va/Vw　- dr/da-dw/da
ここで月は,あるアメニティからの便益である｡したがって上式の右
辺第1項は土地価格関数であり,第2項は,賃金関数であるから,土地価
格関数と賃金関数それぞれが,アメニティの関数として定式化できれば具
体的に便益を求めることができる｡さらに実際のデータを用いて計量経済
学の手法をもちいて,それぞれのアメニティに関するパラメータが推定で
きれば,アメニティの便益を計測することが可能になる｡
3.推定方法とデータ
ここでは,まず推定方法について述べたい｡われわれは,前章でモデル
に基本的な枠組みを提示している｡そこでは,最終的にわれわれが必要と
する,アメニティの便益に関する定式化ができた｡そこで必要となるのは,
地価関数と賃金関数である｡そこで地価関数と賃金関数を以下のように定
式化する｡
(7) r-　αo+　∑　αiXi
(8) W-　βo+　∑　βiXi
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この2本の推定式からそれぞれのアメニティに関するパラメータが得ら
れるため便益の測定が可能になる｡
次に,この研究で使用したデータについて述べたい｡モデルから,内生
変数はここでは,賃金と地代である｡まず賃金は,一人あたり雇用者所得
を使用している｡雇用者所得は土居(2000)から得ている｡一般に賃金を
示すデータとして,一月間に受け取った所得などがある｡それも地域ごと
に入手可能ではあるが,ここでは,データの入手の容易性から一人あたり
雇用者所得を使用している｡そして消費者物価指数を使って実質化してい
る｡物価指数は物価指数年報(日本銀行)から得ている｡次に土地の価格
についてが必要である｡土地の価格としては,土地の路線価がまず考えら
れる｡この路線は土地価格であり本来はモデルの中で使用するのは土地価
格でなく土地のレンタル価格または,地代である｡そこでここではこの土
地価格をもとにして利子率を使用して地代を作成した｡なお利子率として
はコール市場の利子率を用いている｡このデータは経済統計年報(日本銀
行)から得ている｡
次にアメニティを示す変数について述べたい｡アメニティを示す変数は,
次のように大別できる｡ (1)自然環境:これは以下の変数があげられる｡可
住地面積,年平均気温,雪日数,日照時間を取り上げた｡ (2)医療:一般診
療所数,歯科診療所数を取り上げた｡ (3)環境:公害苦情処理数を取り上げ
た｡ (3)社会保障:人工総数,老人ホーム数を取り上げた｡ (4)安全:出火件
敬,自然災害をこうむった世帯数,交通事故発生件数,刑法犯認知件数を
取り上げた｡ (5)利便:常設映画館数,金融機関店舗数,その他に公共資本
を含めている｡アメニティを示す変数については,都道府県の基礎統計
(総務省統計局)から得ている｡
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4.結果
表1-1推定結果
推定値 幽墲p値  
定数項 CCC6.35200 粉ﾒ       
気温 偵##ツB6.67357 粉ﾒ      
雪日数 偵s##鉄Rﾓ2.571271 粉經c     
日照 辻纉#ツRﾓ2-10.7160 粉ﾒ       
病院 辻s3S燃ﾓ2-2.32902 粉#ﾒ       
歯科 偵CC#cdRﾓ23.89067 粉ﾒ       
公害 辻sC4RﾓB-.777971 粉紊3uﾒ      
老人ホーム 偵CS33#4Rﾓ2.478965 粉緜3%ﾒ   
火災 偵c鼎s典RﾓB1.06137 粉ヵﾒ    
災害 辻3CTRﾓB-2.40427 粉eﾒ       
交通事故 偵#3#$RﾓB6.84286 粉ﾒ       
犯罪 辻ﾃsツ典RﾓR-3.49056 粉ﾒ       
映画館 辻纉3cdRﾓ"-8.50372 粉ﾒ        
銀行 辻ャcsRﾓ2-1.47014 粉C%ﾒ      
公共財 偵3ヴRﾓb7.60122 粉ﾒ         
定数項 蔦CcR紊c"-.266084 粉縱ﾒ   
気温 鉄bﾃ.587052 粉經Suﾒ      
雪日数 蔦"紊-.367397 粉縱5ﾒ      
日照 偵Scc澱1.15066 粉Sﾒ     
病院 辻cc3r-.430834 粉緜cuﾒ    
歯科 CsR5.17563 粉ﾒ        
公害 偵3#3c2.40902 粉eﾒ     
老人ホーム 蔦#r經s-5.62201 粉ﾒ      
火災 蔦纉sCィ-5.82222 粉ﾒ      
災害 辻sC-.449817 粉緜S5ﾒ     
交通事故 偵3s#C22.06466 粉3編    
犯罪 偵SSdRﾓ".473371 粉緜3eﾒ      
映画館 椿ﾆﾂ塔-2.04752 粉Cﾒ      
銀行 經333B3.80971 粉ﾒ      
公共財 偵3cSRﾓB.176927 粉繝cﾒ       
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表1-1は,われわれのモデルの推定結果である｡このモデルは,それ
ぞれの変数のレベルの値をそのまま使用しているモデルである｡それぞれ
の変数を人口で割ったことにより一人あたりの値になおしたモデルは後に
推定されている｡
賃金関数に関して,雪日数に関しては,有意ではなかった｡公害,老人
ホームに関しても有意ではなかった｡火災,銀行についても有意ではなか
った｡その他の変数はいずれも統計的に有意であった｡次に地価関数に関
しては,雪日数,日照,病院,災害,犯罪,公共財に関して有意ではなか
った｡貸金関数では, 4変数が非有意であった｡地価関数に関しては6変
数が非有意であった｡したがって賃金関数と地価関数ではアメニティに関
して効果が異なることがわかる｡
表1-2　便益
便益 便益  
気温 鉄R繝s2火災 蔦纉sC     
雪日数 蔦"紊塔2災害 蔦sCcR      
日照 經sc2交通事故 3s#鈓      
病院 蔦??c??ﾆ罪 ????sB?
歯科 Ccc映画館 椿ﾆﾂャ釘B     
公害 #3s銀行 經33S2      
老人ホーム 蔦#r經s??公共財 ????3S3?
表1-2は,便益に関する結果である｡まず自然環境に関して,年平均
気温,日照時間に関しては,正の便益になっている｡他の雪日数は負の便
益となっている｡これらの変数の外部的な便益に関しては,先験的に方向
を特定化するのは困難である｡ただ特に米国における先行研究では,気温
は高い万が正の便益を得ている｡
次に医療に関しては,歯科について正の外部性をとなり,正の便益にな
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っている｡これは,豊富にあった方が,生活に役にたつものである｡した
がって納得できる結果であろう｡一般病院の場合は負の便益であり,これ
は斉合的な結果ではない｡
次に環境については,公害苦情処理数に関しては,正の外部性を与えて
いるという結果であった｡したがって便益は正ということになる｡公害は
多くの人々には好ましいものではないため正の結果は非斉合的であろう｡
次に社会保障については,老人ホーム数についてだけであるがこれは,
負の外部性を与えている｡通常この変数は正の外部性が想定される｡しか
しながらここでは逆の結果となっている｡
次に安全については,交通事故と刑法犯認知件数については,正の外部
性を与えている｡これも前述の災害と同様に負の便益が考えられるが,逮
に正の外部性を与えている｡これは斉合的な結果ではない｡
利便性に関しては,金融機関店舗数は多い方が便利であるため,正の外
部席が想定されその通りの斉合的な結果である｡しかしながら常設映画館
数に関しては逆に負に便益を与えるという結果になっている｡公共財に関
しては,正の外部効果があるはずであるから正の値のはずであり,そのと
おり正の値であった｡
表2-1推定結果
推定値 悠&ﾂp値  
定数項 蔦B澱-.719231 粉紊s%ﾒ    
気温 偵c3#"6.51760 粉ﾒ       
雪日数 辻經c3tRﾓ"-4.49747 粉ﾒ       
日照 辻C#tRﾓ"-9.98553 粉鵜5ﾒ      
病院 田#CB緜.570885 粉經c    
歯科 蔦ツr繧-2.18849 粉#編     
公害 ss2縒4.73633 粉ﾒ       
老人ホーム 鉄CcC1.09384 粉sEﾒ     
火災 鉄"纉1.50034 粉3Eﾒ     
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災害 b繝S.613968 粉經3編    
交通事故 蔦ccr縱Sr-4.03163 粉ﾒ     
犯罪 "纉Cc2.567401 粉經sﾒ    
映画館 蔦#s田r繧-1.15702 粉Cuﾒ   
銀行 塔イゅcr1.32341 粉テﾒ   
公共財 偵都1.51253 粉3ﾒ       
定数項 鉄偵.352520 粉縱#Eﾒ     
気温 蔦偵C-12.1471 粉ﾒ        
雪日数 釘紊涛ヲ3.86589 粉踝ﾒ   
日照 澱3鼎15.3607 粉ﾒ      
病院 偵s3#4Rｳ.647187 粉經       
歯科 偵c3ピ4Rｳ5.18168 粉ﾒ       
公害 辻C典Rｳ-5.89586 粉ﾒ        
老人ホーム 偵#鉄イRｳ2.53890 粉ﾒ       
火災 辻#Rｳr-1.00493 粉Uﾒ         
災害 蔦#s涛3R-1.91838 粉SUﾒ   
交通事故 偵#c塘Rｳr7.67550 粉       
犯罪 蔦#CCcR-2.45141 粉Eﾒ     
映画館 辻#S3SdRｳ-5.29324 粉ﾒ       
銀行 偵Rｳ.665280 粉經eﾒ        
公共財 蔦纉B-5.88090 粉ﾒ       
表2-1は,われわれのモデルの推定結果である｡このモデルは,そ
れぞれの変数を人口で割ったことにより一一人あたりの値になおしたモデル
である｡賃金関数では,病院,老人ホーム,火災,災害,犯罪,映画館,
銀行,公共財が非有意であった｡地価関数では,病院,銀行が非有意であ
った｡レベルのモデルと比べると,レベルのモデルでは貸金関数の方が,
地価関数よりも推定結果が良かったが,一人あたりの変数を使ったモデル
では,逆に地価関数の方が賃金関数のモデルよりも推定結果は良かった｡
賃金関数に関しては,雪日数に関しては,有意ではなかった｡公害,老
人ホームに関しても有意ではなっかた｡火災,銀行についても有意ではな
かった｡その他の変数はいずれも統計的に有意であった｡次に地価関数に
関しては,雪日数,日照,病院,災害,犯罪,公共財に関し有意ではなか
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った｡賃金関数では, 4変数が非有意であった｡地価関数に関しては6変
数が非有意であった｡したがって賃金関数と地価関数ではアメニティに関
して効果が異なることがわかる｡
表2-2　便益
便益 便益  
便益気温 蔦偵#3火災 蔦2##TBｳb        
雪目数 釘經SS災害 蔦#s涛s經3#R     
日照 澱?C?r??ﾊ事故 ??scCR?S??
病院 縱#cBｳr犯罪 蔦#CCビ縱ピR        
歯科 澱塔$Bｳr映画館 蔦2S3#Вｳ       
公害 蔦2紊??Bｳ??竝s ????Bｳ??
老人ホーム ?纉SsサBｳ???､財 蔦??纉#??
表2-2は,便益に関する結果である｡まず自然環境に関しては,年平
均気温に関しては,負の便益になっている｡他の雪日数,日照時間は正の
便益となっている｡これらの変数の外部的な便益に関しては,先験的に方
向を特定化するのは困難である｡ただ特に米国における先行研究では,気
温は高い方が正の便益を得ている｡
次に医療に関しては,一般診療所数,歯科診療所数いずれについても正
の外部性となり,正の便益になっている｡これは,どちらも豊富にあった
方が,生活に役にたつものである｡したがって納得できる結果であろう｡
次に環境については,公害苦情処理数に関しては,負の外部性を与えて
いるという結果であった｡したがって便益は負ということになる｡公害は
多くの人々には好ましいものではないため負の結果は斉合的であろう｡
次に社会保障については,老人ホーム数についてだけであるがこれは,
負の外部性を与えている｡通常この変数は正の外部性が想定される｡しか
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しながらここでは逆の結果となっている｡
次に安全については,出火件数,自然災害をこうむった世帯数,刑法犯
認知件数については,負の外部性を与えている｡これは,これらのある種
の災害は人々に好まれていないものであり斉合的であろう｡しかしながら
交通事故の発生に関しては,これも前述の災害と同様に負の便益が考えら
れるが,逆に正の外部性を与えている｡これは斉合的な結果ではない｡
利便性に関しては,金融機関店舗数は多い方が便利であるため,正の外
部席が想定されその通りの斉合的な結果である｡しかしながら常設映画館
数に関しては逆に負に便益を与えるという結果になっている｡
われわれの分析では,すべての推定結果からは,火災,災害はその結果
がロバストであった｡したがってこれらの要因は,環境の改善のために強
く影響を与えていることがわかる｡
5.結語
われわれは,消費者,企業からなる一般均衡モデルにより,環境要因が
地域アメニティに与える影響について,実証的に計測することができた｡
またその便益も測ることができた｡その結果,もっともロバストな変数は,
火災と災害であった｡しかしながらわれわれの分析はまだ改善が必要であ
ろう｡ (1)モデルの改良, (2)データの開発, (3)地域の特徴の考慮などである｡
この研究は,理論的な部分も重要であるが,データに関しては非常に多く
のデータを必要としている｡さらに推定は解釈を含めて困難なことが多い
ため今後さらなる改良を必要とする｡
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